
• 土砂災害発生の恐れがある区域を明らかにする
• 警戒避難体制の整備を行う（市町村の義務）

従来の砂防堰堤や急傾斜等の工事を目的とせず、土砂災
害警戒区域、土砂災害特別警戒区域という２種類の区域を
指定し、国民の生命を守るために、必要な施策を行います｡

土砂災害警戒区域（ｲｴﾛｰｿﾞｰﾝ）

土砂災害特別警戒区域（ﾚｯﾄﾞｿﾞｰﾝ）

• 一定の開発を制限する（審査による許可制）
• 建築物の構造の規制を行う（建築基準法）

住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域

住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域

土砂災害防止法とは



法律制定のきっかけ

ソフト対策とは？
・どこが危険か明らかにする
・警戒避難体制を充実させ、緊急時の対応を定める
・危険箇所へ対策がされないまま住宅が建つことを抑制

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平成１３年４月施行）

平成１１年に広島災害が発生
土砂災害３２５件、死者２４名
【大災害に至った理由】
・危険な地域に人家（新興住宅地）が密集
・情報通報や警戒避難体制が脆弱

このため、従来の対策工事のほかに
ソフト対策を充実させようと制定されたもの



土砂災害警戒区域に指定されると

１．市町村地域防災計画への記載（土砂法第7条）
市町村は、警戒区域ごとに警戒避難体制（情報の収集・
伝達、避難など）に関する事項を定めます。

２．災害時要援護者関連施設の警戒避難（土砂法第7条）
市町村は、災害時要援護者の円滑な警戒避難を実施する
ため、土砂災害に関する情報等の伝達方法を定めます。

３．ハザードマップによる周知の徹底（土砂法第7条）
市町村は、危険箇所や避難場所等、警戒避難に必要な情
報を記載した印刷物を住民に配布します。

４．宅地建物取引における説明
宅地建物取引業者は、宅地や建物の売買にあたり、警戒
区域であることを説明する必要が生じます。

○市町村により、警戒避難体制の整備が行われます



土砂災害特別警戒区域に指定されると

１．特定の開発行為に対する許可制（土砂法第９条）

宅地分譲や災害時要援護者関連施設の建築のための開
発を行う場合は県知事の許可が必要になります。

２．建築物の構造の規制（土砂法第23条及び24条）
居室を有する建物は、土砂災害に対し安全かどうか確
認するため建築確認申請が必要となります。

３．建築物の移転等の勧告（土砂法第25条）

特に危険が迫っている場合は、県知事が区域外への移
転等を勧告することがあります。

４．宅地建物取引における説明
宅地建物取引業者は、宅地や建物の売買にあたり、特
別警戒区域であることを説明する必要が生じます。



土砂災害特別警戒区域では
１．特定の開発行為に対する許可制
（宅地分譲や災害時要援護者関連施設の開発を行う場合は県知事の許可が必要になります。）

レッド内で、宅地分譲等をするには、危険を解消する対策を
講じなければ、開発が出来ません

具体例 その１



土砂災害特別警戒区域では

２．建築物の構造の規制
（居室を有する建物は、土砂災害に対し安全かどうか確
認するため建築確認申請が必要となります。）

土石の高さ以下はRC構造

土石の力に耐える耐力壁

基礎と壁は一体構造

新築または増改築のとき

土石の力に耐えうる構造でなければ建築出来ません

具体例 その２



・住宅金融支援機構の融資の特例

・住宅・建築物安全ストック形成事業

（がけ地近接危険住宅移転事業）

土砂災害特別警戒区域では

３．建築物の移転等の勧告
特に危険が迫っている場合は、県知事が区域外への
移転等を勧告することがあります。

具体例 その３

（支援制度あり）

※詳しくは、市の建築部局にご相談願います。



急傾斜の指定基準土砂災害防止法

５ｍ以上（Ｈ）

10m

法 肩

法 尻

◆土砂災害警戒区域（イエローゾーン）

斜面上端から5m下がり

◆土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）
がけ崩れが発生したときに通常の木造家屋に損壊が生じると予想される範囲



土石流の指定基準土砂災害防止法

土石流堆積区間

概ね２度

概ね１０度

基準地点

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

土石流

発生区間

土石流

流下区間

◆土砂災害警戒区域（イエローゾーン）

◆土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）
土石流が発生したときに通常の木造家屋に損壊が生じると予想される範囲

国の告示式による


